
対して、体験的に英語を学習できる授業を展開し、英語学習に対する興味関心を高める。
施策目的・

(2)目的 向上を図れる環境をつくります。また、学校での授業などを通して、子どもたちの国際化対応能力の向上を 事業目的
展開方向

図ります。
英語に興味関心を持ち、積極的に英語を活用しようとする児童生徒を育成するために、ＡＬＴ（外国語指導 市内全小中学校に、ＡＬＴを派遣し、小学校５・６年生及び全中学生が、ＡＬＴと学級担任や英語科教員に
助手）を市内全小中学校に派遣し、学級担任や英語科教員と協力して英語活動及び英語授業を展開する。ま よる協同授業を、週１時間受けられるように計画する。あわせて、小学校の英語活動と中学校の英語学習の
た、現学習指導要領で，小学校高学年に週１時間の英語活動が導入されたことにともない、質の高い授業を 当該年度 小中連携を円滑に推進するために、各中学校区の小中で同じＡＬＴを配置するとともに、小学校間で派遣時
行うために、母語話者であり、日本での英語指導経験のあるＡＬＴを活用し充実を図る。市内小中学校に在 執行計画 数に差が出ないよう配置する。また、市の英語・英語活動小中一貫カリキュラムに基づいて、小学校１年生

(3)事業内容 内　　容 籍する外国からの子どもたちの中で「日本語を理解することが困難な児童・生徒」に対し、有意義に学校生 から、学校の取組の時間に英語学習を実施する。日本語指導は、児童・生徒が日本の生活に慣れ、不安なく
活が送れるようにするために、日本語指導者を派遣する。 日常の学習が受けられるようにするためには、欠かすことができない。

ＡＬＴの年間のべ勤務日数 想定値 2,592当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 英語に興味関心を持ち、積極的に英語を活用しようとする児童生徒を育成する。 直接 ＡＬＴの年間のべ勤務日数 日 2,376 2,592

   ３年後 英語に興味関心を持ち、積極的に英語を活用しようとする児童生徒を育成する。 直接 ＡＬＴの年間のべ勤務日数 日 2,376 3,024

   最終(概ね５年後) 英語に興味関心を持ち、積極的に英語を活用しようとする児童生徒を育成する。 直接 ＡＬＴの年間のべ勤務日数 日 2,376 4,104

小中連携のためにＡＬＴが各中学校区の小学校と中学校の両方で教え、小中を繋ぐ役割を担うこと、小学校間でＡＬＴの派遣日
(7)事業実施上の課題と対応 数が同等になることが望まれるが、中学校区で連携ができていない小学校があること、ＡＬＴの派遣日数に差があることが課題 代替案検討 ○有 ●無

である。

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

３号嘱託（ＡＬＴ）報酬 44,193 ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬①～⑪ 44,863 ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬①～⑪ 45,000 ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬①～⑪ 45,000
ＡＬＴ共済費（保険 7,566 ＡＬＴ共済費（保険)①～⑪ 7,624 ＡＬＴ共済費（保険)①～⑪ 7,700 ＡＬＴ共済費（保険)①～⑪ 7,700
３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償 1,269 ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償①～⑪ 1,601 ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償①～⑪ 1,601 ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償①～⑪ 1,601
ＡＬＴ消耗品等 110 ＡＬＴ消耗品等①～⑪ 110 ＡＬＴ消耗品等①～⑪ 110 ＡＬＴ消耗品等①～⑪ 110
日本語指導謝金 540 日本語指導謝金 405 日本語指導謝金 405 日本語指導謝金 405
旅費 10 旅費 10 旅費 10 旅費 10

＊ ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬⑫ 3,780 ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬⑫ 3,780 ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬⑫ 3,800
実施内容 ＊ ＡＬＴ共済費（保険)⑫ 696 ＡＬＴ共済費（保険)⑫ 696 ＡＬＴ共済費（保険)⑫ 696

＊ ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償⑫ 242 ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償⑫ 242 ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償⑫ 242
(8)施行事項

費　　用 ＊ ＡＬＴ消耗品等⑫ 10 ＡＬＴ消耗品等⑫ 10 ＡＬＴ消耗品等⑫ 10
＊ ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬⑬ 3,780 ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬⑬ 3,780
＊ ＡＬＴ共済費（保険)⑬ 696 ＡＬＴ共済費（保険)⑬ 696
＊ ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償⑬ 242 ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償⑬ 242
＊ ＡＬＴ消耗品等⑬ 10 ＡＬＴ消耗品等⑬ 10

＊ ３号嘱託（ＡＬＴ）報酬⑭ 3,780
＊ ＡＬＴ共済費（保険)⑭ 696
＊ ３号嘱託（ＡＬＴ）費用弁償⑭ 242
＊ ＡＬＴ消耗品等⑭ 10

予算(済)額 合　　計 53,688 合　　計 59,341 合　　計 64,282 合　　計 69,030
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 53,688 59,341 64,282 69,030

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.34 0.34 0.34
正職員人件費 3,094 3,026 3,026 3,026

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 56,963 56,963 56,963
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 56,782 62,367 67,308 72,056
(11)単位費用

21.91千円／日 24.06千円／日
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

時代の変化にともない国際化が進展していく中で、学校における国際理解教育の重要性はますます高まっている。平成２ ○①事前確認での想定どおり
３年度から、小学校において新学習指導要領に沿った教育課程が実施され、高学年での英語活動が週１時間行われている ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 。また、その内容と、中学校の英語教育との円滑な接続の在り方を吟味し、充実した学習環境を整備するとともに、指導 ○要
   背景は？(事業の必要性) に当たるＡＬＴの質を常に高める必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 採用時に市内に住んでいるALTを積極的に採用しており、ALT ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り が市民としての視点を持って、指導に当たっている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 指導内容に我孫子の紹介を積極的に求めるとともに、連絡等 ○①想定どおり
□②生き物と共存している はメールにして紙削減に努めている。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(日) 目標値(b)(日) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(日) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2,376 2,592 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 62,367 △5,585
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△9.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 4.16

日 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1045 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 確かな学力の育成 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 国際理解教育の推進（ＡＬＴ） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成３年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 62,367 千円 (うち人件費 3,026 千円）⑦事業費
総事業費 58,807 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の国際理解の促進や国際感覚を備えた市職員の育成のため、講座や教室などにより、国際化対応能力の 児童・生徒に



情報教育の環境の整備を図る。
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的
展開方向

情報教育機器を効果的に活用した「わかる授業」の展開に努めることで，学力の向上を図る。また，教職員 児童生徒及び教師のコンピュータ活用スキルを高める。情報モラル教育も含め，ネットワークの効果的な活
の校務を効率化し，負担を軽減することにより，生徒と向き合う時間を増やし，きめ細やかな指導を行うこ 用スキルを高める。リース機器の適切な更新，配置，管理を進める。
とで，教育活動の質の改善を図る。そのために，研修の機会の充実や機器の整備・維持管理に努める。 当該年度 教育・校務用ＰＣを２ヵ年に分けて整備，教職員の異動に合わせた校務用ＰＣの配置。生徒の増加に合わせ

執行計画 た、学習用ＰＣの追加。小中一貫教育モデル地区においては、配置したタブレット型端末の効果的な活用方
(3)事業内容 内　　容 法の研究、環境の整備。中学校における校務支援システム本稼働後の円滑な運用。小学校への校務支援シス

テム導入を進める。
コンピュータ・ネットワーク機器の充足台数 想定値 3,774当該年度

単位 台
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 時代の変化に応じコンピュータやネットワークを活用した学習や校務の推進に向けた機器の充足率 直接 コンピュータ・ネットワーク機器の充足率 ％ 73 80

   ３年後 時代の変化に応じコンピュータやネットワークを活用した学習や校務の推進に向けた機器の充足率 直接 コンピュータ・ネットワーク機器の充足率 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 時代の変化に応じコンピュータやネットワークを活用した学習や校務の推進に向けた機器の充足率 直接 コンピュータ・ネットワーク機器の充足率 ％ 0 100

教職員のコンピュータリテラシーの向上。サーバ管理の専門性。セキュリティに関する対策の強化。LANのスペックが低い。校
(7)事業実施上の課題と対応 務の情報化の推進においては、教職員の増減への対応が遅れる。機器更新が多種になっており、その更新時期もずれているため 代替案検討 ○有 ●無

に、総合的な見直しが困難である。整備したＩＣＴ機器等の有効な活用。

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費　修繕料 810 需用費　修繕料 486 需用費　修繕料 600 需用費　修繕料 600
通信運搬費 1,790 通信運搬費 1,790 通信運搬費 1,790 通信運搬費 1,790
保守点検委託料 6,259 保守点検委託料 7,587 保守点検委託料 8,000 保守点検委託料 8,000
ＰＣ機器賃貸借 104,925 ＰＣ機器賃貸借 120,670 ＰＣ機器賃貸借 130,000 ＰＣ機器賃貸借 130,000
校務支援システム保守 4,543 中学校校務支援システム保守委託 3,176 中学校校務支援システム保守委託 3,176 中学校校務支援システム保守委託 3,176
校務支援システム賃借 6,334 中学校校務支援システム研修委託 238 中学校校務支援システム研修委託 238 中学校校務支援システム研修委託 238

実施内容 中学校校務支援システム賃借 6,334 中学校校務支援システム賃借 6,334 中学校校務支援システム賃借 6,334
＊ 小学校校務用コンピュータ保守前期 681

(8)施行事項
費　　用 ＊ 小学校校務用コンピュータ賃貸借前期 10,498

＊ 小学校校務用コンピュータ保守後期 331 小学校校務用コンピュータ保守 662 小学校校務用コンピュータ保守 662
＊ 小学校校務用コンピュータ賃貸借後期 5,008 小学校校務用コンピュータ賃貸借 10,016 小学校校務用コンピュータ賃貸借 10,016
＊ 小学校校務用支援システム保守委託 2,839 小学校校務用支援システム保守委託 5,678 小学校校務用支援システム保守 5,678
＊ 小学校校務用支援システム研修委託 832 小学校校務用支援システム研修委託 832 小学校校務用支援システム研修委託 832
＊ 小学校校務用支援システム賃貸借 3,478 小学校校務用支援システム賃貸借 6,956 小学校校務用支援システム賃貸借 6,956

政策費契約は平成２８年１０月から
次年度は４月から１年分支払い

予算(済)額 合　　計 135,840 合　　計 152,769 合　　計 174,282 合　　計 174,282
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 135,840 152,769 174,282 174,282

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.37 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 3,367 3,916 3,916 3,916

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 139,207 156,685 178,198 178,198
(11)単位費用

36.89千円／台 41.52千円／台
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

文部科学省から「教育の情報化ビジョン」により、21世紀にふさわしい学校教育の実現の方向性が示されている。また、 ○①事前確認での想定どおり
教職員の校務の正確性の向上や効率化に繋がり、必要性は高い。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り コンピュータを使った授業に、学習ボランティアの支援が入 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り っている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 学校の授業では、紙面の資料の配付を少なくし、大画面テレ ○①想定どおり
□②生き物と共存している ビに投影できるようにする。校務においては、コンピュータ ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している システム内での処理を中心とし、紙面での点検作業等を減ら

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している す。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
73 80 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 156,685 △17,478
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△12.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.05

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1415 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 小中学校コンピュータ教育の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 156,685 千円 (うち人件費 3,916 千円）⑦事業費
総事業費 116,936 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎的・基本 各小中学校のＩＣＴ機器を整備し，



より良い人間関係づくりを構築するための学級経営支援を行う。
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的
展開方向

○学校生活における満足度を測るためのＱ－Ｕ検査を実施する（年２回実施 小３のみ年１回）。 ○市内全小中学校の小４・５・６・中１・２を対象にＱ－Ｕ検査を年２回実施する。
　平成２３年度実施学年：小３・５・中１・２　 ○Ｑ－Ｕ検査の結果の分析方法，活用方法についての教職員研修を実施する。
　平成２４年度実施学年：小３・５・中２ 当該年度 ○ソーシャルスキルトレーニング等，児童・生徒の信頼関係を深めるための学習プログラムに関する研修を
　平成２５年度実施学年：小３・５・６・中１・２　 執行計画 実施する。

(3)事業内容 内　　容 　平成２６年度実施学年：小３・５・６・中１・２
　平成２７年度実施学年：小３・５・６・中１・２
　平成２８年度実施学年：小４・５・６・中１・２ Ｑ－Ｕ検査の実施結果及び分析結果の報告学校数 想定値 19当該年度
○Ｑ－Ｕ検査の結果の分析方法，活用方法についての教職員研修を実施する。 単位 校

活動結果指標 実績値○学級集団の向上と児童・生徒の信頼関係を深めるために必要なソーシャルスキルトレーニング等について

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 児童・生徒の学級に対する満足度を高めるために，Ｑ－Ｕ検査を活用する。 直接 Ｑ－Ｕ検査の結果や今後の学級経営について複数で検討した学級担任 ％ 94.4 94.5
の割合

   ３年後 児童・生徒の学級に対する満足度を高めるために，Ｑ－Ｕ検査を活用する。 － Ｑ－Ｕ検査の結果や今後の学級経営について複数で検討した学級担任 94.4 95
の割合

   最終(概ね５年後) 児童・生徒の学級に対する満足度を高めるために，Ｑ－Ｕ検査を活用する。 － Ｑ－Ｕ検査の結果や今後の学級経営について複数で検討した学級担任 94.4 95
の割合

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

Ｑ－Ｕ検査委託料 3,795 Ｑ－Ｕ検査委託料 3,965 Ｑ－Ｕ検査委託料 3,965 Ｑ－Ｕ検査委託料 3,965

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 3,795 合　　計 3,965 合　　計 3,965 合　　計 3,965
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,795 3,965 3,965 3,965

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,640 3,560 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 7,435 7,525 7,525 7,525
(11)単位費用

391.32千円／校 396.05千円／校
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子どもの心理面の変化により，子どもの対人関係が希薄になり，教師が子どもの内面を理解することが難しくなった。ま ○①事前確認での想定どおり
た，いじめや不登校等に関して，予防，解決に向けて様々な策を講じる必要がある。そのため，教師が学級集団の状態や ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 個々の児童・生徒の内面を適切に把握するための一助としてQ-U検査を利用し，計画的な指導と支援を行うことは，不登 ○要
   背景は？(事業の必要性) 校，いじめ，学級崩壊を予防することにつながる。また，活用方法やソーシャルスキルトレーニング等の研修を実施する ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

ことは教師の学級経営力を向上させることにつながる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 対象が市内在住の小中学生である。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 各学校の検査用紙の配達・回収を業者に一括して依頼してお ○①想定どおり
□②生き物と共存している り，無駄な輸送を避けている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
94.4 94.5 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,525 △90
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△1.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.26

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1833 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 学級経営の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２５年度 ～ 平成２７年度 ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,525 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 8,666 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎的・基本 不登校、いじめ、学級崩壊を予防し、



を実施することにより、豊かな人間性や社会性の育成、
施策目的・

(2)目的 を通じた系統的・継続的な指導を行います。 事業目的 学力の向上、郷土愛の育成、中１ギャップの解消、などを目指す。
展開方向

〇平成２８年度から布佐中学校区において、小中一貫教育を本格実施するとともに、市内公開授業研究会を 小中一貫教育を推進するため、布佐中区３校をモデル地区に指定し、カリキュラム及び連携交流活動の検証
実施する。 を実施してきた。本年度の研究発表会で、その実践と成果の発表を行う。その発表の内容を参考としながら
〇布佐中区及び全市民対象に、小中一貫教育のめざす取り組みについて、啓発活動を継続実施する。 当該年度 、他中学校区でも小中一貫教育の本格実施に向けた準備を行う。具体的には、Abi☆小中一貫カリキュラム
〇平成３１年度の全市展開にむけ、布佐中学校区以外の中学校区でも準備を進める。 執行計画 の検証授業や小中交流活動を続けるとともに、児童・生徒の実態を把握しその成果を検証する。

(3)事業内容 内　　容 〇「Abi☆小中一貫カリキュラムを教育課程に組み込んで実施すること」「小中連携活動を教育課程に組み
込んで実施すること」「各中学校区のグランドデザインを作成すること」の３点をもって、小中一貫教育の
全市展開とする。 ・市内公開研究会及びカリキュラム検証授業の実施 想定値 8当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 市内公開授業研究会の実施 直接 市内公開授業研究会の実施 ％ 0 100

   ３年後 小中一貫教育の本格実施 直接 布佐中学校区の他における小中一貫教育本格実施 校 0 6

   最終(概ね５年後) 小中一貫教育の全市的実施 直接 全中学校区での小中一貫教育の実施 校 0 6

教育委員会内に、小中一貫教育の実施に向けて、マンパワーの確保と体制が必要。
(7)事業実施上の課題と対応 平成２８年度には各中学校区に、平成３１年度までに各学校に小中一貫教育サポート教員の配置。 代替案検討 ○有 ●無

ＩＣＴサポーターの配置。児童生徒移動用バス「けやき号」の確保

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 非常勤特別職人件費 35 ＊ 非常勤特別職人件費　委員報償 35 非常勤特別職人件費　委員報償 35 非常勤特別職人件費 35
＊ ３号嘱託職員報酬 2,322 ＊ ３号嘱託職員報酬 2,322 ３号嘱託職員報酬 2,500 ３号嘱託職員報酬 2,500
＊ 共済費（嘱託職員） 387 ＊ 共済費（３号嘱託職員） 383 共済費（嘱託職員） 400 共済費（嘱託職員） 400
＊ 費用弁償（嘱託職員） 136 ＊ 費用弁償（３号嘱託職員） 135 費用弁償（嘱託職員） 150 費用弁償（嘱託職員） 150
＊ 共済費（臨時職員） 41 ＊ 共済費　スクールサポート① 27 共済費　スクールサポート① 27 共済費　スクールサポート① 27
＊ 賃金（臨時職員・旅費含む） 2,561 ＊ 賃金（臨時職員・旅費含む）① 1,665 賃金（臨時職員・旅費含む）① 1,665 賃金（臨時職員・旅費含む）① 1,665
＊ 報償 125 ＊ 報償（アドバイザー・乗り入れ） 345 報償（アドバイザー・乗り入れ） 340 報償（アドバイザー・乗り入れ） 340

実施内容 ＊ 旅費 4 ＊ 旅費 旅費 旅費
＊ 需用費（消耗品・燃料・印刷） 1,367 ＊ 需用費（消耗品・・印刷） 673 需用費（消耗品・・印刷） 673 需用費（消耗品・・印刷） 673

(8)施行事項
費　　用 ＊ 使用料（バス） 403 ＊ 使用料（バス）１２台 806 使用料（バス）１２台 806 使用料（バス）１２台 806

＊ 備品（タブレット保管庫） 657 ＊ 負担金 5 負担金 5 負担金 5
＊ 負担金 5 （部内調整分） （部内調整分） （部内調整分）
＊ 旅費（費用弁償） 104 共済費　スクールサポート②～⑥ 134 共済費　スクールサポート②～⑥ 134 共済費　スクールサポート②～⑥ 134
＊ 有料道路使用料 7 賃金（臨時職員・旅費含む）②～⑥ 8,454 賃金（臨時職員・旅費含む）②～⑥ 8,454 賃金（臨時職員・旅費含む）②～⑥ 8,454
＊ 小中一貫教育全国サミット参加負担金 6

＊ 共済費　スクールサポート⑦～⑨ 81 共済費　スクールサポート⑦～⑨ 81
＊ 賃金（臨時職員・旅費含む）⑦～⑨ 5,073 賃金（臨時職員・旅費含む）⑦～⑨ 5,073

＊ 共済費　スクールサポート⑩～⑫ 81
＊ 賃金（臨時職員・旅費含む）⑩～⑫ 5,073

予算(済)額 合　　計 8,160 合　　計 14,984 合　　計 20,343 合　　計 25,497
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,160 14,984 20,343 25,497

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.23 1.33 1.33 1.33
正職員人件費 11,193 11,837 11,837 11,837

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,000 2,705 2,705 2,705
臨時職員賃金額 4,000 10,119 10,119 10,119

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 19,353 26,821 32,180 37,334
(11)単位費用

2,419.13千円／回 3,352.63千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小学校と中学校では、教科担任制、部活動、生徒指導などや対人関係の関わり合いにも違いがあり、これらは、児童・生 ○①事前確認での想定どおり
徒にとって「中１ギャップ」と言われる段差になり、不登校やいじめへと結びつきやすい。また、現状の地域コミュニテ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ィの中では地域社会や高齢者をはじめ住民から学ぶ機会も減少し地域への知識や郷土愛を育みにくい。そこで、小中一貫 ○要
   背景は？(事業の必要性) 教育を導入することで、９年間の系統性を踏襲した指導を行うとともに、小中の段差を滑らかにし、適応しやすくする効 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

果を期待できる。また、郷土愛の醸成を目指すカリキュラムの実施が可能となる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民に向けての広報活動を一層充実させる。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 地域の特色に沿った小中一貫教育を推進する。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,821 △7,468
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△38.59

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.37

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2029 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 小中一貫教育の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２６年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.33 人）
(1)事業概要

(当　初) 26,821 千円 (うち人件費 11,837 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52103 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちの学力向上や中１ギャップの解消、豊かな人間性・社会性の育成を図るため、９年間の義務教育 小中学校の９年間を見通して一体的・継続的な教育



の基本理念、市が取り組むべきいじめの防止等に関
施策目的・

(2)目的 者、市民などと連携しながら、いじめの未然防止や早期発見、早期対応に向けた取り組みを進めます。また 事業目的 する施策を積極的かつ効果的に実施することにより、児童生徒が健やかに成長することができる環境をつく
展開方向

、青少年の非行を防止するため、ＰＴＡや少年指導員、防犯協議会などと連携して街頭パトロールを実施す る。
我孫子市いじめ防止対策推進条例に基づき、我孫子市いじめ防止基本方針の重点となっている、いじめの「 教職員に対し、いじめの防止等に関する研修の実施等、資質能力の向上に必要な措置を講ずる。児童生徒に
未然防止」「早期発見」「早期対応」を柱に、教職員に対し、いじめの防止等に関する研修の実施等、資質 対していじめアンケート調査、Ｑ－Ｕ検査等を定期的に実施し、実態把握といじめの早期発見に努めていく
能力の向上に必要な措置を講じていく。児童生徒に対していじめアンケート調査、Ｑ－Ｕ検査等を定期的に 当該年度 。いじめ防止強化月間では、学校のいじめ防止対策への取り組みについて、市民に広報する。
実施し、実態把握といじめの早期発見に努めていく。 執行計画 各学校で策定している「いじめ防止対策基本方針」の点検、見直しを行い学校の取り組みへの支援を行う。

(3)事業内容 内　　容 担当職員が学校訪問を積極的に行い、学校との連携強化を図る。

我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 想定値 8当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 我孫子市いじめ防止対策推進条例、我孫子市いじめ防止基本方針に基づき、市が取り組むべきいじめの防止等に関する施策を積 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 0 8
極的かつ効果的に実施する

   ３年後 積極的かつ効果的ないじめの防止等のための対策を実施する 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 0 8

   最終(概ね５年後) 積極的かつ効果的ないじめの防止等のための対策を実施する 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 0 8

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

いじめ防止対策委員会委員報酬 88 いじめ防止対策委員会委員報酬 63 いじめ防止対策委員会委員報酬 63 いじめ防止対策委員会委員報酬 63
＊ 嘱託職員報酬 1,585 嘱託職員報酬 1,585 嘱託職員報酬 1,585
＊ 社会保険料 251 社会保険料 251 社会保険料 251
＊ 雇用保険料・労災保険 25 雇用保険料・労災保険 25 雇用保険料・労災保険 25
＊ 費用弁償 47 費用弁償 47 費用弁償 47

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 88 合　　計 1,971 合　　計 1,971 合　　計 1,971
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 88 1,971 1,971 1,971

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.53 0.61 0.61 0.61
正職員人件費 4,823 5,429 5,429 5,429

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 1,861 1,861 1,861
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 4,911 7,400 7,400 7,400
(11)単位費用

613.88千円／回 925千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成２５年に成立した国の「いじめ防止対策推進法」に伴い、我孫子市いじめ防止対策推進条例・基本方針を策定した。 ○①事前確認での想定どおり
いじめに苦しむ子どもをなくしていくためには、この条例、基本方針に従い、いじめの未然防止、早期発見、適切な対応 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の取り組みを進めていくこと、関係機関や専門家など、多角的な視点からの防止対策を検討していくことが重要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内小中学校からＰＴＡ代表に、いじめ防止対策委員を委嘱 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り する。 ○②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている いじめ防止対策委員会開催での資料等について、用紙の無駄 ○①想定どおり
□②生き物と共存している を省く。いじめアンケートの送付はメール添付で行う。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 8 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,400 △2,489
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△50.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.11

回 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2096 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 いじめ防止対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２６年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.61 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,400 千円 (うち人件費 5,429 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52302 重点４ ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが安心して生活し、健やかに成長することができる環境をつくるため、教育委員会や学校、保護 我孫子市いじめ防止推進条例に基づき、いじめ防止対策


